
昭和四十年法律第百三十三号

国有の会議場施設の管理の委託等に関する特別措置法

１　政府は、国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第二条に規定する国有財産である国際会議場施設（その敷地を含む。）で京都市

左京区松ケ崎に存するものの管理を、当該施設の所在地をその区域とする地方公共団体その他その関係地方公共団体に委託することがで

きる。この場合において、当該施設の管理上必要があるときは、物品管理法（昭和三十一年法律第百十三号）第二条に規定する物品で当

該施設に備え付けるものを当該地方公共団体に無償で貸し付け、又は譲与することができる。

２　前項の規定により管理の委託を受けた地方公共団体（以下「管理受託者」という。）は、管理の委託を受けた施設（以下「受託施設」

という。）を使用し、又は収益することができる。

３　第一項の規定により管理の委託をした場合においては、受託施設の管理に関し通常必要とする費用は管理受託者の負担とし、受託施設

の収益行為から生ずる収入は管理受託者の収入とする。

４　前三項に定めるもののほか、管理受託者がその委託を受けた事務を他の者に行なわせる場合における前二項の規定の適用その他第一項

の委託について必要な事項は、政令で定める。

附　則

この法律は、公布の日から施行する。
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